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１．背景、目的 

著者らは、これまで海外と日本の建築基準、構造基準

の比較に関する調査研究を、フィリピンなど東南アジア

を中心に、耐震規定を中心に実施してきた。その成果は、

建築学会大会において、2011 年度（インドネシア）、2012

年度（フィリピン）に、建築許可制度の枠組みと運用、

2015 年度には、フィリピンの構造基準に関して報告した。

耐震性能に影響する事項が、構造基準に多岐にわたり含

まれており、個々の事項についての比較では、建物全体

としての性能が把握しづらいことから、本年は、一定の

建物（それぞれの首都圏に立地する RC 造 5 階建て）に即

した耐震基準の比較と、それを適用して行った設計事例

について、分析、検討する。事例に即しての比較作業に

より、それぞれの基準の特徴が明確に把握でき、今後、

議論を深めるべき課題の特定ができた。なお、本研究に

当たっては、Ronaldo Ison 氏をはじめとするフィリピン構

造技術者協会の皆様に、構造設計作業、根拠規定の教示

など多大のご協力をいただいた。 

２．研究の概要 

１）対象建物 

各国の構造基準では、立地、地盤条件、構造種別、構

造タイプなどにより、要求される耐震性能、設計方法、

基準適合の検証方法などが異なっている。このため、本

研究では、下記の建物（以下、想定建物）に関しての比

較検討を行う。 

・立地：それぞれの国の首都圏 

・地盤：上記立地における一般的な地盤 

・構造種別：鉄筋コンクリート構造（RC） 

・構造タイプ：耐震壁なしの高い靱性を有する建物と

耐震壁を有する建物 

・階数：地上 5階建て 

・建築計画：平面等、図 2、3。設計事例比較は住宅。 

２）研究の概要 

本稿で、フィリピン構造基準の特徴を説明した後、対

象建物の純ラーメン構造の場合の設計事例について比較

分析を行う。その場合、フィリピン基準では変位制限が

厳しいことから、それを抑えるため耐震壁を設置した事

例を設計し、その比較分析を行う。さらに、フィリピン

の基準のベースとなっているアメリカの設計の特徴につ

いても報告する。 

   

 

図１ 対象建物 上；平面図、下：立面図 
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３．フィリピン構造基準の特徴 

１）設計の方法 

フィリピンでは、再現周期 475 年の地震動に対して、

原則として、材料の終局強度を用いて設計する仕組みと

なっていることから、日本の 2 次設計との比較を行った。

また、日本は、対象建物の場合に通常用いられる耐震計

算ルート３によった。 

２）設計に用いる地震力に盛り込まれている事項 

フィリピンの基準は、地盤面の加速度をベースとし、

建物の弾性応答地震力（建物の固有周期により異なる）

から、靱性を考慮して設計に用いる地震力を算出し、そ

れを高さ方向の分布を行って各階の設計を行うという仕

組みで、細部は異なるものの大筋は日本と同様である。

日本の基準にない事項として、震源が近傍にある場合の

割増（震源近傍係数）、建物用途による割増（重要度係数）

がある。 

３）設計に用いる地震力の違い 

設計に用いる地震力の性格、使い方が、日比では異な

る。図２は、フィリピン基準のベースとなっているアメ

リカの基準の、耐震設計の考え方と示す図である。フィ

リピン基準では、弾性応答地震力 VE に対して、靱性を考

慮する係数 R により値を減じた VS（設計用地震力）を用

いて、構造部材の各部に損傷を生じないことを確認する

こととされている。一方、日本の場合には、静的増分解

析により、降伏ヒンジ発生のプロセスを追いかけ、水平

力に対して構造体の有する強度（保有水平耐力。図では、

VY）の検証に用いるという違いがある。即ち、フィリピ

ンの設計に用いる地震力は VE、日本では VYについての検

証に用いるという違いがある。 

４）地震荷重関連事項の比較 

対象建物について、地震荷重関係の事項について比較

したのが表１である。想定している地盤面の加速度とそ

れによる建物の弾性応答地震力は日比で概ね同じである。

フィリピンのマニラ首都圏には、マリキナ断層という大

規模な断層が存在していることから、震源近傍係数が適

用される場合には、1.2 倍（対象建物のように固有周期の

短い場合）、建物が公共の学校、病院などの重要施設の場

合には、1.5 倍する必要がある。これから、ベースシヤ係

数では、フィリピンの方が大きな値が適用になることが

分かる。設計に用いる地震力では、両者の性格が違うが、

フィリピンの方が大きな低減を認めており、日本より小

さ目となっている。 

 

 

図２ フィリピンの設計法の強度と靱性に関す考え方 

（出典：2009NEHRP Recommended Seismic Provisions） 

 

表１ 日本とフィリピンの地震荷重関係の比較表 

 

重要 通常 重要 通常

地盤面の加速度 ０．４G 

再現周期 約500年

弾性応答倍率 2.5（想定）

地域係数による影響 1.0

地盤種別による影響 1.0

震源近傍による影響 規定なし

建物用途による影響 規定なし 1.5 1.0 1.5 1.0

ベースシヤ係数 1.0 1.98 1.32 1.65 1.1

靱性による影響 0.3（Ds値）

必要保有水平耐力 0.3 ― ― ― ―

設計用地震力 ― 0.23 0.16 0.19 0.13

1.0

1.1

475年

事項

1.2 1.0

2.5

0.118（1/R）

フィリピン

日本

０．４G 

震源近接の場合 左記以外
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